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　例年、秋に開催しております租税研究大会は、当会創立
以来今回で65回目を迎えることとなりました。
　これもひとえに会員の皆様並びに関係各位の一方ならぬ
ご支援・ご協力の賜物と心から厚くお礼申し上げます。
　さて本年度は、東京大会を９月10日～11日に、大阪大会
を９月19日に開催いたします。
　ご多用中のところ、誠に恐縮でございますが、多数の皆
様のご参席を賜りますようご案内申し上げます。
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東京大会

第１日　平成25年９月10日（火曜日）
会場　日本工業倶楽部３階大ホール
東京都千代田区丸の内１－４－６
電話（03）3281－1711（代）

報告：多国籍企業の利子費用控除に関する最近の議論
午前10時15分～11時45分

〈敬称略〉
報告者　　　東京大学大学院法学政治学研究科教授

増　井　良　啓

＝報告要旨＝

　2013年２月にOECDが公表したBEPS報告
書は、鍵となるプレッシャー領域をいくつも
挙げています。そのひとつとして明示してい
るのが、関連者間の負債による資金調達
（debt-financing）、キャプティブ保険、その
他のグループ内金融取引（intra-group	
financial	 transactions）の課税取扱いです。
同年５月29日のOECD閣僚理事会の宣言も、
他の項目と並んで、支払の控除および源泉徴
収税の適用に関する取扱いをはじめとするグ

ループ内金融取引の取扱いに関するルールに
つき、提案を行うことを促しています。
　このような動きが顕在化する以前から、理
論的には、企業グループ内部の負債は独立企
業間の負債と経済的性質が異なることが認識
され、種々の研究が行われています。そこで、
この報告では、多国籍企業の利子費用控除に
関する最近の議論をサーベイしてご報告し、
租税政策論上の含意を述べます。
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会長挨拶	 午後１時30分～１時35分

㈱東芝会長	 西　田　厚　聰

討論会：税制を巡る現状と課題	 午後１時40分～３時40分

司　会：横浜国立大学大学院国際社会科学研究科教授
	 岩　﨑　政　明
参加者：	

（五十音順）
財務省主税局長
総務省自治税務局長
新日鐵住金㈱常任顧問（租研副会長）	 谷　口　進　一
慶応義塾大学経済学部教授	 土　居　丈　朗

＝討論要旨＝

　政府においては、「大胆な金融政策」、「機
動的な財政政策」、「民間投資を喚起する成長
戦略」の三本の矢により、長引くデフレから
脱却し、「成長と富の創出の好循環」を実現
することを目指しています。
　このため、４月４日の金融政策決定会合に
おいて「量的・質的金融緩和」の導入が決定
され、また財政面では、本年１月の「日本経
済再生に向けた緊急経済対策」及びこれを具
体化する平成24年度補正予算が決定され、５
月には、日本経済の活性化や国民生活の安心
につながる施策に重点化した平成25年度予算
が成立しました。これらにより、市場の期待
は大きく変化し、実体経済面でも、個人消費
を中心に景気は着実に持ち直しています。
　一方、少子高齢化の急速な進行による社会
保障給付費の急増などを背景に我が国財政の
歳出と歳入の乖離は年々深刻になり、一般政
府の債務残高が際立って高い水準にあるな
ど、財政健全化は一刻の猶予も許されない緊
急の課題となっています。
　平成24年８月には社会保障・税一体改革関
連法が成立し、財政健全化に向けた大きな第
一歩が踏み出されました。
　財政健全化の道筋を確かなものにするため
にも、税制抜本改革が確実に実施されること
が何よりも重要であります。
　他方、社会保障費の受益と負担のアンバラ

ンスは依然として大きなものがあり今後、社
会保障の重点化、効率化に徹底して取り組み、
社会保障費の抑制に着実につなげていくこと
が欠かせません。
　平成25年度税制改正においては、税制抜本
改革法において積み残しとなっていた所得税
や資産課税について、最高税率の見直し等の
改正が行われました。さらには、成長による
富の創出の好循環を実現する観点から、生産
等設備投資促進税制の創設、研究開発費税額
控除制度の大幅な拡充、所得拡大促進税制等、
従来にない思い切った税制改正が行われまし
た。
　また、番号法が成立し、さらには消費税率
引き上げに際し、消費税の円滑かつ適正な転
嫁を確保する環境整備のための「転嫁対策特
別措置法」が成立しました。
　政府においては、新たな成長戦略と経済財
政運営と改革の基本方針の実施を通じて、日
本経済の持続的成長と財政健全化の両立を実
現し、国際的な信認を得るとともに強い日本、
強い経済を取り戻し、豊かで安全・安心な生
活を実現するとしています。
　このような重要な時期に、社会保障・税の
一体改革の推進、経済再生と財政健全化の両
立、さらには、国際的な租税回避への対応な
ど、税制をめぐる多岐にわたる諸課題につい
て討論を行います。
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第２日　平成25年９月11日（水曜日）
会場　日本工業倶楽部３階大ホール

報告：消費課税とヒューマンキャピタル	 午前10時15分～11時45分

報告者　　京都大学大学院法学研究科教授	 岡　村　忠　生

＝報告要旨＝

　人や人の組織の持つ所得獲得能力（ヒュー
マン・キャピタル）は、所得課税を中心とす
る税制において、優遇措置を含む様々な配慮
を受けてきました。
　今後、消費税からより大きな税収を得るこ
とが予定されていますが、ヒューマン・キャ
ピタルの形成や移転は、どのように扱われる
べきでしょうか。たとえば、資格取得のため
に行われた支出に対する消費税額を、取得さ
れた資格を利用して得られた収益に係る消費

税額から税額控除するという考え方は、成り
立たないでしょうか。
　人の能力の提供から得られる収益は、契約
上の関係にかかわらず、つまり、その人が被
用者であったとしても、消費税の対象とする
という考え方は、あり得ないのでしょうか。
　報告では、消費や付加価値への課税におけ
るヒューマン・キャピタルの扱いについて、
検討します。
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　経済取引のグローバル化の進展に伴い、国
境を越える取引が恒常的に行われるととも
に、その取引も複雑化・多様化しており、こ
のような経済社会の実態の変化に伴い、国際
課税のあり方が課題となっています。
　国際課税に関しては、このような経済社会
や企業の実態を踏まえた大きな税制改正が行
われてきています。
　外国子会社合算税制や移転価格税制に関す
る大きな改正が行われており、また、過大支
払利子税制が導入され、税務行政執行共助契
約等に基づく徴収共助を実施するための国内
法が整備されました。
　また、近年、租税条約については、日米租
税条約の改定など多数の条約改定や租税協定
が締結され、国際的な税務当局間のネット

ワークの拡充が大きく進展しています。
　今後の課題として、国内法を「総合主義」
から「帰属主義」への見直しなどが検討され、
OECDでは無形資産の取扱をはじめとして移
転価格ガイドラインの改定に関する議論が進
展しています。
　さらには、OECDでは、報告書「税源浸食
と利益移転への対応（BEPS）」が公表され、
G20などの国際会議において、税源浸食と利
益移転に対処するための手法を策定し、必要
な共同行動をとることが決意されるなど、
BEPSが大きな議題となっています。
　そこで、日本における最近の国際課税の状
況を概観し、OECDなどの国際機関における
議論の動向等を踏まえ、今後の国際課税の課
題と展望について討論を行います。

討論会：国際課税を巡る現状と課題	 午後１時30分～３時30分
〈敬称略〉

司　会：早稲田大学大学院ファイナンス研究科教授
	 渡　辺　裕　泰
参加者：	

（五十音順）
財務省主税局参事官
早稲田大学大学院会計研究科教授	 青　山　慶　二
東レ㈱経理部税務担当部長	 栗　原　正　明
一橋大学大学院国際企業戦略科准教授	 吉　村　政　穂

＝討論要旨＝
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大阪大会

開催日　平成25年９月19日（木曜日）
会場　関電ビル内

関電会館４階５・６号
大阪市北区中之島３－６－16
電話（06）6441－6800（代）

報告：過年度の誤った課税処理の是正方法
　　　－過年度遡及修正の可否－

午前10時15分～午前11時45分

〈敬称略〉
報告者　同志社大学法学部教授	 田　中　　　治

＝報告要旨＝

　過去の申告が過少となる例として、第三者
のミスに基因して過去の費用を過大に申告し
ていたことが後日明らかになるとともに、過
大費用の返金が一括してなされる場合（過収
電力料金事件）などがあります。この場合の
税務処理はどうすべきでしょうか。
　他方、計算の誤りにより当初申告が過大と
なる場合や後の裁判により後発的に当初申告
が過大となる場合があります。このような場

合の更正の請求は、どのような要件の下で認
められるのでしょうか。
　本報告は、①期間税としての所得課税と当
初申告の誤りの是正方法、②課税のタイミン
グと年度帰属との関係、③後発的違法の場合
の是正方法と前期損益修正との関係、などを
柱に、この領域における基本的論点と基本原
則が何かについて検討をするものです。
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副会長挨拶	 午後１時30分～１時35分

日本生命保険相相談役	 宇　野　郁　夫	

討論会：税制を巡る現状と課題	 午後１時40分～３時40分

司　会：関西学院大学経済学部教授	 林　　　宜　嗣
参加者：	 （五十音順）

財務省大臣官房審議官
総務省大臣官房審議官　
大阪産業大学経済学部教授	 戸　谷　裕　之
関西大学経済学部教授	 橋　本　恭　之

＝討論要旨＝

　政府においては、「大胆な金融政策」、「機
動的な財政政策」、「民間投資を喚起する成長
戦略」の三本の矢により、長引くデフレから
脱却し、「成長と富の創出の好循環」を実現
することを目指しています。
　このため、４月４日の金融政策決定会合に
おいて「量的・質的金融緩和」の導入が決定
され、また財政面では、本年１月の「日本経
済再生に向けた緊急経済対策」及びこれを具
体化する平成24年度補正予算が決定され、５
月には、日本経済の活性化や国民生活の安心
につながる施策に重点化した平成25年度予算
が成立しました。これらにより、市場の期待
は大きく変化し、実体経済面でも、個人消費
を中心に景気は着実に持ち直しています。
　一方、少子高齢化の急速な進行による社会
保障給付費の急増などを背景に我が国財政の
歳出と歳入の乖離は年々深刻になり、一般政
府の債務残高が際立って高い水準にあるな
ど、財政健全化は一刻の猶予も許されない緊
急の課題となっています。
　平成24年８月には、社会保障・税一体改革
関連法が成立し、財政健全化に向けた大きな
第一歩が踏み出されました。
　財政健全化の道筋を確かなものにするため
にも、税制抜本改革が確実に実施されること
が何よりも重要であります。
　他方、社会保障費の受益と負担のアンバラ

ンスは依然として大きなものがあり、今後、
社会保障の重点化、効率化に徹底して取り組
み、社会保障費の抑制に着実につなげていく
ことが欠かせません。
　平成25年度税制改正においては、税制抜本
改革法において積み残しとなっていた所得税
や資産課税について、最高税率の見直し等の
改正が行われました。さらには、成長による
富の創出の好循環を実現する観点から、生産
等設備投資促進税制の創設、研究開発費税額
控除制度の大幅な拡充、所得拡大促進税制等、
従来にない思い切った税制改正が行われまし
た。
　また、番号法が成立し、さらには消費税率
引き上げに際し、消費税の円滑かつ適正な転
嫁を確保する環境整備のための「転嫁対策特
別措置法」が成立しました。
　政府においては、新たな成長戦略と経済財
政運営と改革の基本方針の実施を通じて、日
本経済の持続的成長と財政健全化の両立を実
現し、国際的な信認を得るとともに強い日本、
強い経済を取り戻し、豊かで安全・安心な生
活を実現するとしています。
　このような重要な時期に、社会保障・税の
一体改革の推進、経済再生と財政健全化の両
立、さらには、国際的な租税回避への対応な
ど、税制をめぐる多岐にわたる諸課題につい
て討論を行います。
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公益社団法人日本租税研究協会　事務局
〒100
̶0004

東京都千代田区大手町２丁目６番２号
日本ビル５階　５５２区

TEL（03）3281－2719
FAX（03）3281－6073
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http://www.soken.or.jp/

⑴　プログラムの内容は、都合により一部変更することもあります
ので、予めご了承願います。
　なお、プログラムについて、ご意見、ご要望がございましたら、
できるだけ早く、事務局あてにご連絡ください。

⑵　ご出席希望者は、配席の都合上お手数ながら同封の「参加お申
込み方法について」によりお申込み頂きますようお願いいたしま
す。

平成25年７月



日本工業
倶楽部

日本工業倶楽部会館への道順

東京大会会場ご案内図

〒100-0005　東京都千代田区丸の内１丁目４番６号（03）3281－1711　　　

１．JR東京駅丸の内北口、徒歩３分。
２．地下鉄丸の内線東京駅下車、出口１大手町方面から徒歩１分。

行
幸
通
り

丸の内仲通

三菱UFJ
信託銀行

（丸の内北口）

Ｎ



関電会館への道順

大阪大会会場ご案内図

大阪市北区中之島３丁目６番16号　関電ビルディング４階　電話（06）6441－6800（代）

・JR大阪駅、阪神・阪急梅田駅下車、四つ橋筋を南へ約１km、渡
辺橋を渡り西へ約300m（徒歩約15 ～ 20分）

・JR大阪駅より市バス53系統船津橋行で渡辺橋下車、西へ約300m
　（徒歩約５分）
・地下鉄御堂筋線淀屋橋駅下車、淀屋橋を渡り西へ約700m
　（徒歩約10分）
・地下鉄四つ橋線肥後橋駅下車、４番出口に進み、朝日新聞ビルの
出口を出て、西へ約300m（徒歩約５分）

・「京阪中之島線渡辺橋駅下車、１番出口から堂島川沿い遊歩道を西
へ約170ｍ田蓑橋南詰交差点、筑前橋筋を南へ約110ｍ（徒歩約４分）

関電ビル
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